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前回の質問の回答 

 
Ｑ：国立大学法人化後、大学の特許権、データベース著作権や研究試料等も含めた知的財

産は全て機関帰属となるのでしょうか。また、国立大学法人は研究者に対して、知的財産

の機関帰属について契約の中で定めるのか、ガイドラインとして示すのでしょうか。 
 

Ａ（文部科学省）：   
○ 法人化後の知的財産の取り扱いについて 
国立大学法人においては、法人化を契機とし、組織として一元的に知的財産の管理

活用をはかることとしている。そのため、各大学ごとの定めに基づき、知的財産の帰

属については、機関帰属へ転換する。 
 
○ 研究試料の取り扱いについて 
国立大学法人においては、研究試料についても機関帰属とすることとなるため、権

利の移転に際しても特許等の無体の知的財産と研究試料等の有体物を一体的に扱うこ

とができることとなる。また、法人化前の国有の特許及び研究試料については、法人

化の際に（平成１６年４月）各国立大学法人に承継され、法人所有の財産（機関帰属）

となる。 
 
○ データベース及びプログラムの著作権の取扱いについて 
国立大学法人においては、データベース及びプログラムの著作権の帰属について、

他の知的財産と同様に機関帰属へ転換することとしている。 
 
○ 研究者に対する知的財産の機関帰属についての契約について 
法人化後は、研究者が生み出した知的財産の機関帰属について、各国立大学法人と

研究者個人との間で結ぶ雇用契約の中で定めることとなる。知的財産の帰属を含めた

雇用関係の具体的な内容は、各国立大学法人の就業規則等で規定する場合もある。 
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Ｑ：「平成 15年度ＭＯＴ人材育成規模」（経済産業省）資料のディグリープログラムには全
部専門職大学院として設置認可を受けたところが記載されているのでしょうか。  
 
Ａ（経済産業省）：   
現在技術経営（MOT）教育は、専門職大学院に限らず、通常の大学院の強化において行
われているものであり、資料のディグリープログラム全部が専門職大学院として認可され

たものとはなっていない。 
 

平成１５年度ＭＯＴ人材育成規模計平成１５年度ＭＯＴ人材育成規模計

 上記表において○を付したプログラムが専門職大学院として認可されているものであり、

その他のディグリープログラムは全て通常の大学院である。 
※なお、平成１６年度より東京理科大学大学院総合科学技術経営研究科総合科学技術経営

専攻がMOTの専門職大学院として開設予定。 
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Ｑ：「特許審査を迅速化するための総合施策」（知的財産戦略推進事務局）資料の中の『実

用新案制度の魅力の向上』では具体的にどのような施策を検討されているのでしょうか。  
 
Ａ（特許庁）： 
以下の措置からなる実用新案法の改正を行うことにより、無審査登録制度である実用新

案制度の魅力を向上させ、模倣品対策などの活用を促進するとともに特許出願に代替効果

のある実用新案出願の奨励を図る。 
○権利期間を６年から１０年に延長する 
○実用新案登録後でも特許出願への変更を可能にする 
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Ｑ：生研機構（現生研センター）の予算で大学が受託した場合、バイドール条項が適用さ

れ、大学帰属ということになりますか。また、法人が独立行政法人になる前と後で取扱い

は違いますか。 
 
Ａ（農林水産省）：    
 生研機構（現生研センター）からの受託研究については、平成 15年４月以降バイドー
ル条項が適用されています。 
なお、バイドール条項の適用は平成１５年１０月独法化後も取扱いは変えておりませ

ん。 
 


